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飼料自給率の現状と目標

・ 平成27年度に飼料自給率を35％まで向上させることを目的として各種の施策を実施。

・ 現在は、輸入乾草と競争力のある粗飼料の増産を中心として飼料自給率の向上を目標に施策を展開。
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○ エコフィードの利用量増加により、目標値

の達成を見込む

○ 飼料用米の利用により、さらなる向上の可

能性（１万ｈａで8.8万㌧、約７万TDN㌧）

10ポイントの上昇により、

食料自給率は約1ポイント上昇

目 標
(27年度)590万TDN㌧

○ 稲ＷＣＳ、青刈とうもろこし等の増産に

より、目標値の達成を見込む

（20万haの増を見込む）

粗飼料

濃厚飼料
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我が国の飼料原料の輸入状況

注：括弧内の％はH19年次輸入量の各穀物の国別シェア
資料：財務省「貿易統計」、USDA 「World Agricultural Supply and Demand Estimates (March ,11  2009)」、 USDA 「World Market and Trade (March , 2009)」

米国
とうもろこし（93%）
こうりゃん（59%）
大麦（42%）

アルゼンチン
とうもろこし（2%）
こうりゃん（28%）

(万トン）
H17年 H18年 H19年

とうもろこし 1,242 1,240 1,206
こうりゃん 126 118 100
大麦 115 112 120
その他 39 39 28
合計 1,522 1,509 1,454

我が国の飼料穀物輸入量
米国のとうもろこし需給

カナダ
大麦（12%）

オーストラリア
大麦（35%）

中国
とうもろこし（5%）
こうりゃん(13%)

注：その他とは、小麦、えん麦、ライ麦である。

世界のとうもろこしの輸出状況

（百万トン）
06/07 07/08 08/09

（見込み） （予測）

267.5 331.2 307.4
0.3 0.5 0.4

230.7 261.7 261.6
飼料用 142.0 150.8 134.6
エタノール用 53.8 76.9 94.0
その他 34.8 34.0 33.0

54.0 61.9 43.2
33.1 41.3 44.2
11.6 12.8 14.5期末在庫率（％）

輸入量

期末在庫量

生産量

輸出量

国内需要量

08/09

（予測）

輸出量

（百万トン）
（割合）

①米国 43.2 (58.3%)

②ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ 7.0 (9.4%)

③ﾌﾞﾗｼﾞﾙ 9.5 (12.8%)

世界計 74.1 (100.0%)

・ 飼料穀物の輸入量は、家畜飼養頭羽数の動向を反映し、近年、横ばいまたは減少傾向で推移。主な輸入先国は、米
国、中国、アルゼンチン、オーストラリア、カナダ。

・ 飼料穀物のほとんどは輸入に依存しており、特にとうもろこし・こうりゃん・大麦の輸入先は、米国・オーストラリア等に
大きく依存。とうもろこしについては、米国でエタノール用需要が、中国で飼料用需要がそれぞれ増加基調で推移してお
り、需給構造に変化。

配合・混合飼料の原料使用量

（平成19年度）

※安価で安定供給
可能なとうもろこし
が５割を占める。

その他
 182
 7%

豆類
 12
 1%

動物性飼料
 36
 1%

糟糖類
 244
 10%その他油かす

 126
 5%

大豆油かす
 343
 14%

その他殻類
 194
 8%

こうりゃん
 114
 5%

とうもろこし
 1,201
 50%

［計2,452万㌧］

上段：使用量（万トン）
下段：割合（％）
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配合飼料価格に影響する要因の動向

注：ｼｶｺﾞ相場の日々の終値である。（資料：生産局畜産部畜産振興課調べ）

＜とうもろこしのシカゴ相場の推移（期近物）＞ ＜為替相場の推移＞

＜海上運賃の推移（ガルフ～日本）＞

注：08年11月までの数値は実績値、08年12月以降は推計値

＜配合飼料価格の推移＞

○ 配合飼料価格には、原料割合として５０％を占めるとうもろこしや１５％を占める大豆油かすの価格のほか、海上運
賃や為替相場が影響。

○ とうもろこしの国際価格（シカゴ相場）は、バイオエタノール向け需要の増加等から高騰し、一時は主要産地の天候
不順等もあり大幅に上昇したが、直近では１００ドル台半ば／トン（３ドル後半／ブッシェル）で推移。大豆油かすにつ
いても、とうもろこしと同様の動き。

○ 海上運賃（フレート）は、堅調な船舶需要や原油価格の高騰の影響等により上昇傾向で推移してきたが、直近では
３０ドル／ トン程度まで下落。一方、為替相場は、昨年３月以降円安傾向で推移してきたが、直近では９０円台前半
／ドル程度で推移。

３



○ 青刈りとうもろこしの作付拡大：92,000ha

○ 稲ＷＣＳの作付拡大（21年度産）：8,000ha

○ 飼料用米のモデル実証による利活用体制の構築

○ 水田放牧の拡大

肉用牛放牧頭数：5,000頭

○ コントラクターによる受託作業面積：10万ha以上

○ 自給飼料成分の実態調査の実施

○ 需要量に見合った稲わら等国産流通粗飼料確保

○ 青刈りとうもろこしの作付拡大：92,000ha

○ 稲ＷＣＳの作付拡大（21年度産）：8,000ha

○ 飼料用米のモデル実証による利活用体制の構築

○ 水田放牧の拡大

肉用牛放牧頭数：5,000頭

○ コントラクターによる受託作業面積：10万ha以上

○ 自給飼料成分の実態調査の実施

○ 需要量に見合った稲わら等国産流通粗飼料確保

○ 配合飼料メーカーと食品残さ飼料化業者が連携して

エコフィード生産を増加させる取組を推進

○ 地域の未利用資源の掘り起こしと有効活用のため

の推進、技術開発、人材育成の拡大

○ 基準を満たすエコフィードを認証し、畜産農家等が安

心して利用できる体制を確立

○ 配合飼料メーカーと食品残さ飼料化業者が連携して

エコフィード生産を増加させる取組を推進

○ 地域の未利用資源の掘り起こしと有効活用のため

の推進、技術開発、人材育成の拡大

○ 基準を満たすエコフィードを認証し、畜産農家等が安

心して利用できる体制を確立

○ 青刈りとうもろこし等の高栄養飼料の作付拡大や新技

術の導入、緑肥からの飼料作物への転換、水田裏で

の飼料生産

○ 稲ＷＣＳ等水田を活用した飼料作付面積の拡大、飼

料用米利活用の円滑化、多収品種の開発と導入

○ シンポジウム開催や放牧条件整備、放牧経験牛の確

保、草地管理技術の改良による放牧の推進

○ 飼料生産の外部化の推進

○ 高収量・高品質な飼料生産技術の開発と実証

○ 国産稲わら等の流通体制の構築

○ 青刈りとうもろこし等の高栄養飼料の作付拡大や新技

術の導入、緑肥からの飼料作物への転換、水田裏で

の飼料生産

○ 稲ＷＣＳ等水田を活用した飼料作付面積の拡大、飼

料用米利活用の円滑化、多収品種の開発と導入

○ シンポジウム開催や放牧条件整備、放牧経験牛の確

保、草地管理技術の改良による放牧の推進

○ 飼料生産の外部化の推進

○ 高収量・高品質な飼料生産技術の開発と実証

○ 国産稲わら等の流通体制の構築

飼料自給率向上に向けた平成２０年度行動計画のポイント

飼料作物作付面積2万haの増加を目標

○ 配合飼料原料としての利用拡大によるエコフィード

の広域利用

○ 地域未利用資源の利活用の促進：20地域

○ 専門技術者確保・育成のための研修等の推進

：9地域

○ エコフィード認証制度の構築：20年度秋から開始

○ 配合飼料原料としての利用拡大によるエコフィード

の広域利用

○ 地域未利用資源の利活用の促進：20地域

○ 専門技術者確保・育成のための研修等の推進

：9地域

○ エコフィード認証制度の構築：20年度秋から開始

エコフィード利用量5万ＴＤＮ㌧の増加を目標エコフィード

飼料増産

４

【 対 応 方 向 】 【 目 標 】



○ 飼養技術等の普及
• 関係者が一体となった家畜の生産性向上

の推進
• 配合飼料価格上昇に対処可能な飼養技

術等の普及

○ 家畜改良の促進
• 関係者が一体となった家畜改良の推進

○ 未活用資源の飼料化促進

○地域勉強会の開催
○農家個別指導の実施
○相談窓口の設置
○先行事例の調査・分析
○啓発資料等の作成・配布、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞへの掲載

○各畜種ごとの改良増殖にかかる技術検討会、研修会、
勉強会等の実施

○各畜種ごとの遺伝的能力評価値の公表予定

○ＤＤＧＳの利活用に関する検討委員会の開催、配合設
計の検討等

○飼料用米の利活用に関する検討委員会の開催、現地
実態調査の実施等

家畜の生産性向上に向けた２０年度行動計画のポイント

【 対 応 方 向 】 【 目 標 】

５



（参考）
食料・農業・農村基本計画等の見直しについて
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基本計画等の見直しについて

農地・農業用水、担い手、技術などの確保と持続可能な農業の確立による食料自給力の強化

国民の食生活を支える生産から流通・加工・消費に至る食料供給体制の構築

国民参加による地域資源の活用や雇用の創出、農村環境の保全、都市との連携・協力等を通

じた農村地域の活性化

昨年１２月に「新たな食料・農業・農村基本計画の策定に向けて（案）」を発表し、基本計画の見直
しに着手。

見直しに当たっては、現場の声を聞き、開放的で透明性の高い政策決定プロセスと国民各層の幅
広い参画のもとに、以下の観点で検討。

加えて、望ましい畜産の姿に向け、各種政策の展開方向について示した「酪農及び肉用牛生産の近代
化を図るための基本方針」、家畜生産の目標である「家畜改良増殖目標」についても、合わせて見直しを
行う予定。
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検討スケジュール

１２ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １ ２ ３

２０年 ２１年 ２２年

基
本
計
画

酪
肉
近

現場ニーズの把握

国民からの意見募集

諮
問

諮
問

答
申

答
申

食料・農業・農村政策審議会において議論

審議会畜産部会において議論

→実質的な議論の開始

必要に応じ消費者や生産者などと意見交換

改
良
目
標

諮
問

答
申

畜種別研究会において議論

→実質的な議論の開始
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